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令 和 ５ 年 ５ 月 １ ９ 日 

民生環境常任委員協議会資料 

福 祉 部 

 

１ 処分対象事業者 

  名 称：一般社団法人 青森福祉会 

  所 在 地：青森市勝田 2丁目 7番 3号 

  代表者の職氏名：代表理事 金澤 近子 

 

２ 対象事業所の名称等 

  事業所の名称：就労継続支援事業所 A型・B型 てんてん 

  所 在 地：青森市勝田 2丁目 7番 3号 

  サービスの種類：就労継続支援 A型、就労継続支援 B型 

  指 定 年 月 日：令和 4年 4月 1日 

 

３ 処分の内容 

  指定障害福祉サービス事業者に係る指定の一部の効力停止（新規利用者の受入れの停止） 

効力停止期間：令和 5年 5月 20 日から令和 5年 11 月 19 日まで（6 ｹ月） 

 

４ 処分決定年月日 

  令和 5年 5月 19 日 

 

５ 処分の理由及び根拠となる法令の条項 

  【処分の理由】 

   ○不正の手段による指定 

    一般社団法人青森福祉会は、本市に対して指定障害福祉サービス事業者の指定申請を行

う際に、法人役員が欠格事由該当者であったにもかかわらず、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律第 36 条第 3 項各号に規定する欠格事由に該当しない

という事実とは異なる誓約書を添付した上で指定申請を行い、指定を受けた。 

  【根拠法令】 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 50 条第 1項第 8号 

（不正の手段により同法第 29 条第 1項の指定を受けたとき） 

 

６ 返還額 

  不正の手段による指定により、本来給付できなかった訓練等給付費を受給していたことから、 

指定日（令和 4年 4月 1日）から欠格事由が解消された日の前日（令和 5年 3月 3日）までの 

訓練等給付費 8,773,675 円については、全額返還させる。 

 

 

指定障害福祉サービス事業者に係る指定の一部の効力停止について 
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令 和 ５ 年 ５ 月 １ ９ 日 

民生環境常任委員協議会資料 

福 祉 部 

 

【参考】 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号） 

 

（介護給付費又は訓練等給付費） 

第二十九条 市町村は、支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内において、都道府県知事が指

定する障害福祉サービス事業を行う者（以下「指定障害福祉サービス事業者」という。）若しく

は障害者支援施設（以下「指定障害者支援施設」という。）から当該指定に係る障害福祉サービ

ス（以下「指定障害福祉サービス」という。）を受けたとき、又はのぞみの園から施設障害福祉

サービスを受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該支給決定障害者等に対し、

当該指定障害福祉サービス又は施設障害福祉サービス（支給量の範囲内のものに限る。以下「指

定障害福祉サービス等」という。）に要した費用（食事の提供に要する費用、居住若しくは滞在

に要する費用その他の日常生活に要する費用又は創作的活動若しくは生産活動に要する費用のう

ち厚生労働省令で定める費用（以下「特定費用」という。）を除く。）について、介護給付費又

は訓練等給付費を支給する。 

２～８ 略 

 

（指定障害福祉サービス事業者の指定） 

第三十六条 第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定は、厚生労働省令で定めると

ころにより、障害福祉サービス事業を行う者の申請により、障害福祉サービスの種類及び障害福

祉サービス事業を行う事業所（以下この款において「サービス事業所」という。）ごとに行う。 

２ 略 

３ 都道府県知事は、第一項の申請があった場合において、次の各号（療養介護に係る指定の申請

にあっては、第七号を除く。）のいずれかに該当するときは、指定障害福祉サービス事業者の指

定をしてはならない。 

一～三 略 

四 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる

までの者であるとき。 

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの

規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者であるとき。 

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
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令 和 ５ 年 ５ 月 １ ９ 日 

民生環境常任委員協議会資料 

福 祉 部 

六 申請者が、第五十条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）、第五十一条の二十九第一項若しくは第二項又は第七十六条の三第六項の規定により

指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消され

た者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十

八号）第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員又はそのサービス

事業所を管理する者その他の政令で定める使用人（以下「役員等」という。）であった者で当

該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人で

ない場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該者の管理者であった者で当該取

消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消

しが、指定障害福祉サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由とな

った事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定障害福祉サービス事業者による業務管

理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定障害福祉サービス事業

者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこと

とすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を

除く。 

七 略 

八 申請者が、第五十条第一項、第五十一条の二十九第一項若しくは第二項又は第七十六条の三

第六項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった

日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第四十六条第二項又は

第五十一条の二十五第二項若しくは第四項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業

の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しな

いものであるとき。 

九 申請者が、第四十八条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）又は第五十一条

の二十七第一項若しくは第二項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査

の結果に基づき第五十条第一項又は第五十一条の二十九第一項若しくは第二項の規定による指

定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省

令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から十日以内に特

定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第四十六条第二項又は第五

十一条の二十五第二項若しくは第四項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃

止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないも

のであるとき。 
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令 和 ５ 年 ５ 月 １ ９ 日 

民生環境常任委員協議会資料 

福 祉 部 

十 第八号に規定する期間内に第四十六条第二項又は第五十一条の二十五第二項若しくは第四項

の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以

内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等

又は当該届出に係る法人でない者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）の

管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

十一 申請者が、指定の申請前五年以内に障害福祉サービスに関し不正又は著しく不当な行為を

した者であるとき。 

十二 申請者が、法人で、その役員等のうちに第四号から第六号まで又は第八号から前号までの

いずれかに該当する者のあるものであるとき。 

十三 申請者が、法人でない者で、その管理者が第四号から第六号まで又は第八号から第十一号

までのいずれかに該当する者であるとき。 

４～５ 略 

 

（指定の取消し等） 

第五十条 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害福祉サ

ービス事業者に係る第二十九条第一項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若し

くは一部の効力を停止することができる。 

一～七 略 

八 指定障害福祉サービス事業者が、不正の手段により第二十九条第一項の指定を受けたとき。 

九～十二 略 

２ 略 

３ 略 

 

 

 


